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約

視では年齢に関係なく長期に残存していた。水平視差に

よる通常の立体視が得られない症例でも,運動立体感に

よる両眼視への関与と,こ れが良好な術後眼位を維持す

る要因となる可能性のあることが判明した.著者が 1978

年に開発した CheCkerbOard pattern Stimulatorは ,両

眼の中心富に刺激を与えて抑制を除去するものであり,

両眼視機能と眼位の正常化に有用であった.治療に際し

ては,長時間刺激を与えることが特に重要であることを

強調した。(日 眼会誌 101:891-905,1997)
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Abstract
Regarding the changing trends in the concept, cases of amblyopia seen during the past .3T years.

definition, etiological classification, and criteria for The amblyopia was divided into four types : strabis-
diagnosis of amblyopia, we reviewed a total of 4,693 mic, anisometropic, ametropic, and form vision
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要

弱視の概念,定義,病因分類,診断基準の変遷を考察し,

現在までの 37年間の弱視 4′ 693例 を,斜視弱視,不同視

弱視,屈折異常弱視,形態覚遮断弱視の 4型に分けて検索

した。弱視の頻度が近年減少していることと,低年齢化の

傾向が明瞭であった。弱視治療によって視力がかなり良

く回復する一方,早期発症の弱視・斜視例での両眼視機

能にはなお多 くの問題が残っている。これについて,両眼

視機能の病態生理を解明するために,非対称性運動知覚

(mOtiOn perCeptiOn asymmetry)と 運動立体感 (depth

from motion)を解析した。多数の早期発症斜視・弱視

で,立体視がなくても運動立体感があることが示された。

非対称性運動知覚は,正常乳児では生後 4ないし5か月

後には消失して対称性になる一方,これが早期発症内斜
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deprivative. There was a definite trend for the

incidence to decrease and for the diagnosis to be

made during earlier age in recent years. Although
favorable recovery of visual acuity is obtained after
treatment of amblyopia and strabismus, there are

difficulties in obtaining good binocular functions in

early-onset amblyopia and strabismus. This feature

was evaluated in regard to motion perception asym-

metry (MPA) and binocular depth from motion
(DFM). Many cases of early-onset amblyopia and

strabismus showed no disparity stereopsis, or posi'

tion stereopsis, in spite of the presence of DFM. The

MPA appeared to be closely related to early'onset
esotropia regardless of age, while it disappeared and

motion perception became symmetric 4 to 5 months
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after birth in normal infants. The DFM seemed to
play an important role in maintaining good motor

alignment for several years after surgery. I devel'

oped a checkerboard pattern stimulator in 1978. This

method proved to be useful in developing binocular
functions and motor alignment by applying simulta-
neous bifoveolar stimulation and anti-suppression.

Extensive exposure to the stimulation was essential

for therapeutic success. (J Jpn Ophthalmol Soc 101:

891-905, 1997)

Key words: Visual acuity, Binocular function,
Motion perception asymmetry, Depth

from motion, Checkerboard pattern
stimulator

I緒  言

弱視・斜視診療の最終日標は,視力は各眼とも矯正視

力 1.0以上,立体視は40 arc sec(")よ り良好な値を獲得

させることである。ヒトでは生後次第に視機能が発達し,

「正常な視的環境」のもとに育てば,ほぼ 3歳の終わり頃

に上述の正常レベルに達する。この「正常な視的環境」と

は,「① 各眼の網膜中心富に,② 同時に,③ 鮮明な像が結

ばれる。」ことを意味する。これらの 3つ の条件のうち,

いずれが欠けても正常な視機能の発達は得られない.こ

の状態がすなわち「弱視」である。弱視の概念 。診断・治

療指針は明確になり,今 日,視力の予後は極めて良好であ

るのに反し,両眼視,立体視の改善はなお不良な例が多

く,幾多の問題点を残している。弱視や斜視にみられる視

機能の病態生理をさらに究明し,前述の診療目標に少し

でも近づくための最大限の努力が必要であると考える.

以上の視点に立って,1959年から今日に至るまで行っ

て来た弱視・斜視の研究と診療により得られた成果を総

説的にまとめ,さ らに最近得られた新しい知見を加えて

以下に報告する。

II 弱視の定義,診断基準,分類

1.弱 視 の定 義

前述のように,正常な視的環境の 3要素のうち,1つで

も欠けた異常な視的環境を作り出す起因疾患を分析して

原因的定義をつければ,「 1眼 または両眼に,斜視や屈折

異常があったり,あ るいは,視覚刺激の妨げによって生じ

た視機能の低下」と考えられる。このように,弱視には弱

視になるべき積極的な要因がなければいけない。1950年

代の弱視の黎明期に我が国で普及した「器質的変化がな

いか,あ るいは,あ ってもそれだけでは説明のつかない視

力低下」という Bangerterl)の 定義は,消去法的で,消極

的,概念的な定義であり,こ の定義が完全に捨て去られな

い限り,弱視の正しい取 り組みに大きな混乱を招 くもの

である。器質的疾患と区別するために「器質的病変がな

い」という表現が強 く出て,逆に弱視の本質をあいまい

化する結果となっているからである。前述の積極的定義

によって規定される弱視には,器質的病変は混入しない

ことは明白である。

2.診 断 基 準

弱視の診断には,弱視がもっている種々の異常視機能

のうち,視力をもって診断の基準 とする。理論的には,定

義に合致した異常で,視力が正常レベルに達していなけ

ればすべて弱視 と考えられる。しかし,「正常視力」も年

齢に応じて発育 していくものである.以前のように,5

～ 6歳以後にはじめて定量的視力測定が可能 となり,こ

の期の正常視力を1.0と考えて弱視を診断した時代背景

から生まれた Bangerterl)の発想である「0.8以下」を弱

視とする基準は今日全く根拠のないことである。Prefer―

entia1 looking(PL)法 その他の方法により乳幼児の定量

的視力測定が可能である今日では,当然この基準を変え

なければならない。そこで,弱視の診断時における正常視

力からl octave(視力比 2:1)よ り大きい差を以て有

意の差と考える基準を取り入れることが妥当であると考

える。すなわち,前述の定義に合致した起因疾患があり,

片眼性の場合は健眼視力に比して,ま た両眼性の場合は

正常視力に比して l octaveよ り大きい差の視力低下が

認められた症例を弱視と判断すれば明確であると思われ

る。

3。 分  類
分類の基準により種々の分類が行われているが,従来

から用いられている定義,診断,治療に直結した原因的分

類2)が最も適当であると考える。すなわち,弱視は次の 6

種類に分類される。

①斜視弱視 (片眼性),② 不同視弱視 (片眼性),③ 微小

斜視弱視 (片眼性),④ 屈折異常弱視 (両眼性),⑤ 経線弱

視 (片眼または両眼性),⑥ 形態覚 (刺激)遮断弱視 (片眼

または両眼性)。「機能弱視」には上記の 6種類以外には
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られない。各弱視の種類別の比較では,斜視弱視では

20.7,12.1,10.0%と 最近に至るほど減少している。不同

視弱視は各群間でほとんど差がなく,屈折異常弱視の症

例は少しずつ増加傾向にある。遮断弱視は,I群では概念

が十分定着されていなく,短期間の遮蔽によって発症す

る症例への関心が持たれていなかった時期であったが,

II群では眼瞼の小手術による約 1週間の眼帯ですら感

受性の高い時期においては十分弱視起因性のあることを

著者らが報告
3)して以来,多 くの症例が診断されたこと

を反映していると考えられる。III群においてこの値が再

び低下したのは,こ のような弱視起因性に対する警鐘が

徹底し,乳幼児における術後の眼帯が極力避けられられ

るようになった結果の現れと考えることができる。

2.初診時 (診断時)年齢

次に,こ れら4種の弱視について,初診時年齢別の頻度

をパーセントで表し I,II,IIIの 3群間で比較検討した。

(1)斜視弱視では(図 1),I群の分布を眺めると約半

数の症例は 10歳以下の初診であるが,最小年齢は 2歳で

ある。斜視の診断はさらに早期においても可能であった

が,斜視弱視としての確定診断のために必要な定量的視

力測定は,この期では困難であったことを表している。6

歳時にピークがあるのは就学前検査で診断される例が最

も多かったと考えられる。II群では 5歳以下の診断例が

増加し,1歳未満の診断例がでているのは,こ の時期に乳

幼児視力の定量的測定法として PL法が導入され始めた
ことによる。しかし,ピークがなお 6歳時にみられること

は,乳幼児健診がまだ十分徹底していなかったことを反

映している.III群では半数例が 4歳以下に診断され,1

歳未満の確定診断例もII群に比してさらに増加し,ピー

クが 3歳時に移行したことは,3歳児健診の効果が表れ

たものと思われる。

(2)不同視弱視では(図 2),I群では大部分の症例が

6歳以降の初診であり,斜視がなく,1眼の視力が良好で

あることから発見が遅れやすいことを物語っている.II,

な く,器質的変化による視力低下 とその眼が抑制などに

より機能弱視が重なっている状態を「器質弱視」として

扱えば明確である。

III 弱視症例の発症頻度 ,

初診時年齢の推移

1.発 症 頻 度

上記の 6種類の弱視のうち,本態と診断基準が明確で

ある斜視弱視,不同視弱視,屈折異常弱視,形態覚遮断弱

視の 4種類の弱視について過去 37年間を,1959年 7月

～1968年 6月 までの 9年間をI群,1972年 1月 ～1984

年 12月 までの 13年間を II群,1986年 4月～1996年 3

月までの 10年間を III群 とし,各群において,4種の弱

視毎に弱視の総数に対する割合 (%)の推移を検討した

(表 1)。 弱視総数の各群毎の比較において,各群により年

数が異なるので,年平均値により比較すると179,158,

103例 と減少傾向にあるが,こ の期間の新患総数との割

合を比較すると2.5,3.0,2.6%と 各群間で大きな差はみ

表 1 1群,|1群 ,|‖群における各種弱視の頻度

I群 II群 III群

斜視弱視 20.7%
249
12.1%

103
10.0%

不同視弱視
728
45.2%

442
43_1%

90()

7%

43()
屈折異常弱視 30.2%   36.9%   42.0%

形態党遮断弱視
150
7.3%

50
4.9%

２

％

テ|
1,610       2,058       1,025
100%    100%    100%

年平均 179 158 103

新患総数に対する割合  2.5% 3.0% 2.6%

I群

II群

III群

9年間
13年間

10年間

1959年 7月 ～1968年 6月

1972年 1月 ～1984年 12月

1986年 4月～1996年 3月

%

20

墨 lo

×́‐ ´́ ×
″́ ×

0

b

1  2  3  4  5  6  7  8  9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

Age at lnltlal Examination          (Yrs.)

×

図 1 1群 ,II群,III群 における斜視弱視の初診時年齢別頻度.
× :July,1959～ June,1968 ●―● :Jan,1972～Dec,1984 0-0:ApL 1986ベ ンMar,1996
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図 2 1群,II群 ,III群における不同視性弱視の初診時年齢別頻度 .
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図 3 1群,II群 ,III群 における屈折異常性弱視の初診時年齢別頻度 .
×一× :July,1959～ June,1968 ●―● :Jan.1972～ Dec.1984 ●―t]:Apr,1986´ Mヽar_1996

III群では次第に診断の低年齢化が明らかに表れ,1歳未

満の診断例も増加がみられるが,ピークが 3群 とも6歳

にみられることは,不同視弱視の発見が困難であること

を物語っている。

(3)屈折異常弱視では(図 3),I群に比 して II群にお

いて 4歳以下の診断例が明らかに増加 しているが,6歳

時にピークがみられることはI群 と同様である。III群で

はさらに低年齢化がみられ,ピークが 3歳時に移行した

のは 3歳児健診を始め乳幼児の視力の早期検査の効果が

表れていると考えられる.

(4)遮断弱視については(図 4),I群 では診断基準の

不統一によるばらつきがあり,幼児期に発症したが成人

になって初めて診断される例も多く,7歳以上の診断例
が 70%を占めるのに対し,II群では前述のように短期間

眼帯装用による症例が就学前検診で発見され,6歳時に

ピークがみられる。III群においては,こ のような症例が

減少し,7歳以上の診断例は 10%以下にとどまり,大部
分の遮断弱視は先天自内障によるもので,1歳以下の初

診例が 40%を 占めている。

IV 乳幼児の視力の発達

1.視力の生後発達と読み分け困難

視力は出生時約 0.02の レベルを示し,生後正常な視的

環境に育てば 3歳の終わり頃に 1.0に達すると考えられ

ている。これは縞視力や字ひとつ視力によるものである。

字づまり視力では,5歳児の平均視力が 1.0に達する(図

5),こ のような両視力の差,す なわち読み分け困難現象

は,正常にもみられる幼児視覚の特徴として受け取られ

ており,お よそ 8歳の終わり頃まで続くとされている4)。
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図 5 3～ 10歳の正常者 415名 (830眼)における字ひ
とつ視力と字づまり視力の年齢別平均値 .

平均値±標準偏差 O-0:single LandOlt ×
―‐―――× :Linear Landolt

2.高齢者にみられる読み分け困難現象
従来幼児視覚の特徴とされていたこの現象は,最近,高

齢者に再び認められるという報告もあり,太田ら5)も 手

術既往眼,3D以上の屈折異常,お よび糖尿病患者を除外
した検眼鏡的に異常を認めない 40～ 78歳 までの 70例

70眼に対 し,ラ ンドル ト視標を用いた視力を測定した,

字づまり。字ひとつの順に同一矯正で行つた。その結果,

字づまり。字ひとつの視力差の平均は加齢とともに拡大

した。また,年代別読み分け困難現象の出現頻度も高齢者

ほど高 くなる傾向がみられた。読み分け困難現象は幼児

視覚の特徴とされるが,高齢者でも加齢に伴い同現象が

著明になることが認められた (図 6).

40      50      60     70
Age(yrs.)

図 6 40～78歳の正常者 70名 (70眼)における字ひと
つ視力と字づまり視力の年齢別平均値 .

平均値±標準偏差 0-〇 :Single Landolt ×
―――‐―× :Linear IンandOlt

V 乳幼児の立体視の測定法 と生後発達

1.立体視の測定法

立体視の定量的測定法には数々の方法が用いられてい

るが,言語応答のできない2歳以下の乳幼児には著者が

考案した TV― Random DOt StereO Test6)が 最も適当と

考えられる。本法の詳細な記述は割愛するが,TVモ ニ
ターの画面上に現れる立体視図形の左右に交代出現する

時間間隔も当初報告した 1.2秒を 2.4秒に延長して用い

ることにした。これは,多 くの症例に用いた結果,12か 月

以上の幼児ではこの間隔が 1.2秒 と2.4秒とで明らかな

差はみられなかったが,12か月未満の症例では 1.2秒間
隔に比して 2.4秒間隔の方が明らかに安定した反応を示

×
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したことによるものである
7)。 本法は 2歳以下の乳幼児

に対する定量的立体視測定法 としては“false positive"

が少なく,最 も適していると考えるが,反面,テ ンビの画

面を十分注視しないための検査不能,“ false negative"の

症例を少なくする工夫が今後の検討課題と思われる。特

に,生後 6～ 7か月から12か月頃までの乳児においてこ

の傾向が強 く,視力測定の PL法においても“operant"法

が必要とされる対象月齢児であることと合わせて考える

と,TV‐ RandOm Dot Stereo Testに もこのような月齢

の乳幼児に対して“operant''法 の導入も必要であると考

えられる。

2歳 を越 えた幼児ではLang Stereotestや Lang II

Stereotestが適しているが,定量性についてはいずれも

3段階のみである。

3歳を過ぎた幼児にはTitmus Stereo Tests(ST)が

適していると思われるが,こ の検査法には“false posi―

tive"が多いことを念頭に入れておく必要がある。

2.立体視の生後発達

ヒトでは,出生時には両眼視機能や立体視は存在しな

いとされている。生後,前述の正常な視的環境のもとで育

ち,各眼の視力がほぼ同じレベルで発達し,著明な不等像

視もなく(5～ 7%以下),眼位異常がなければ生来の正

常対応も維持されて,立体視は生後 3～ 4か月頃から芽

生え,約 2300″ のレベルを合格するようになる
6).

生後 1～ 2か月から定期的に立体視を測定した 10例

(先の報告
6)の 4例を含む)に ついて検討すると(図 7),

2340″に生後 3か月で始めて反応を示した 3例,生後 4か

月で始めて合格した 3例であるが,1か月間隔での経時

的検査では,特に 6か月を過ぎると立体視図形の画面に

対する注意力が散漫となり,測定値が不安定であった。前

述のよう0こ“Operant"法の開発が必要と思われる。その

他の症例の反復検査を行った結果は図 7の ごとくである

が,定性的には立体視の存在は確実であると考えられる

例でも,同一症例の経時的な測定値のばらつきに対して

なお改善を要すると思われる。著者らの先の報告
6)に お

いても,3か月児で 2例,4か月児の 2例が始めて 2340″

の立体視 を示 した ことを述 べた。TV―Random Dot

Stereo Testに よる測定結果では,月齢 6か月毎の平均

値は徐々に発達を示し,3歳の終わりには 500″ のレベル

に達するが,こ の月齢で sTゃ TOegepast Naturwer‐

tenshappelilk onderzOek(TNO)Stereo Testsを イ子えば

100″ より良好な立体を示す例が多い。TV‐Random Dot

stereO Testで は,立体視図形が視角 19°の範囲を立体視

図形が 2.4秒の間隔で左右に出現するので,紙面に印刷

されて固定 しているTitmus stereO Testsや TNO
Stereo Testsに 比してこの月齢の幼児にはやや困難で

ある例がある。したがつて,言語応答の可能な 2歳を越え

た幼児にはLang Stereo test,3歳 を過ぎた症例には ST

などがより適当と考えられる。これら種々の立体視検査

500

123456789101112M
Age(Mos)

図 7 乳児における立体視の芽生 え (TV‐ Random
Dot Stereo Testに よる).

法による測定結果を総括すると,正常では 3歳の終わり

頃には 100″～40″のレベルに達する。

幼児の立体視の正常値はおよそ上記のレベルと考えら

れるが,厳密に定めるのは困難である。STで Circle 9/

9(40″ )を合格する幼児は少ない。TNO Stereo Testsで

15″ を合格する例は極めて稀である。Parks8)が monofix_

ational phoriaの立体視の限界を 67″ としていることか

ら,Circle 7/9(60″ )を合格すれば両中心富融像による立

体視の存在基準と考えてよいが,3歳代の幼児には 7/9

の Circleは困難な場合がしばしある。人為的に片眼を完

全に遮蔽した単眼視で STを試みると,Circleを 3/9ま

で“false pOsitive"と して正解する例があるので,Circle

4/9よ り1段良好な Circle 5/9(100″ )を合格すれば両眼

視による立体視の存在を考えることができ,こ の年齢の

幼児を対象として行う場合,Circle No.5の 100″を立体

視の合格基準とすることは妥当と考えられる。

成人で立体視を視差による方法でなく,立体視閾値

(stereo threshold)に よる方法で位相差ハプロスコープ

を用いて測定すると
9)10),7″～12″ というさらに良好な立

体視が得られるが,日常臨床における検査としては方法

が複雑であり,一般に成人立体視の正常値は 40″ (Tit―

mus Circle No.9)～ 30″ (TNO Test No.7)と 考えて妥当

である。

VI 立体視成立に重要 な因子

1.視  力
各眼 1.0の視力を有する眼位異常のない正常者の 1眼

の視力を漸増遮薇膜で順次視力を低下させて立体視を測

定した著者ら
H)の研究では,1眼の視力 1.0に対し,他眼

の視力が 0.3を越えて低下すると立体視が破られる。ま

た,市松模様の pattern reVerSal刺 激 によるvisually

３０００

２５００

２０００

‐５００

Ｏ

①
Ｏ
　
ｏ
Ｌ
＜
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evoked potential(VEP)の 振幅は,1眼 の視力が 0.3を

下ると両眼効果がなくなることがわかる.

2.眼  位
顕性の眼位異常が存在すれば当然両中心富融像ができ

ないため,正常立体視の成立のためには顕性斜視がない

ことが必要条件 となる。

3.不 等 像 視

不等像視 (aniseikonia)が 一定の大 きさを越えると両

眼視,立体視が成立 しなくなる。この限界は不等像視の許

容限界 (aniSeikOnia tolerance)と 呼ばれるが,こ の値 に

ついては種々の報告がみられ,一般 に 5～ 7%と されて
い る。著者 らの研 究 で は,STの 40″ (Circle No.9)や
TNO Stereo Testsの 30″の立体視維持には 7%,100″

(Circle No.5)や TNO Stereo Testsの 120″ を合格規準

とすれば許容限界は 12%と なる12)。 元来,不等像視 は計

測方法によって値が多少異なることがある。本邦におい

て も保坂 ら
13),加
藤 ら“

)の Space Eikonometerに よる

多 くの研究報告がみ られる。Space EikOnOmeterは

Ogleりによって考案され,Ames,Banonら により普及さ

れた古典的検査であるが,今日,製造 もされず,ほ とんど

用いられていない。現在,主に用いられている検査器は直

接 比 較 法 の た め の Phase Difference HaploscOpe

(PDH)や New Aniseikonia Tests(NAT)な どである。
Space Eikonometerと NATの 方法論の相違を深 く論
ずることは割愛するが,NATでは,検査環境が自然視に
近 く,両眼融像がお きやすいので,自 然空間にお ける

“ocular image"を計測するために値が小さく出る傾向が

みられる。これに対 して,Space EikonOmeterは 光学空

間の中でより小さく見える像の眼に拡大レンズを装用さ

せて両眼の像が等 しくなるような中和法をとっているの

で,光学的な“retinal image",“ optical image''を 計測す

ることによりNATの 値より大きく計測されるものと思
わ れ る。lMcCorlllackら 16)は ,NATと Space Ei―

不
等
像
視

（％
）

5

0

NAT           PDHi(Bright''       PDH‖ Bright―F':        PDH‖ Dark“

図 8 10例の人工的不等像視の New Aniseikonia Tests(NAT),Phase Difference Hap10scOpe(PDⅡ )に
よる測定結果 .

konometerを 同一症例に用いて,前者の測定値が低 く出

ること,size lensに よって正常者に人工的に誘発 した不

等像視 を Space EikonOmeterで測定 し,極 めて高い一

致率をみたと述べている。これは,size lensを 用いる中

和法で ある Space EikonOmeterで size lensに よって

作った人工的不等像 を測定しており,像の拡大を全 く同

じ方法で相殺している結果となり,一致するのは当然で

あり,直接比較法による NATと 値が異なるのも当然で
あると考えられる。

吉田ら17)の報告では,両眼視機能が良好で,矯正視力が

1.0以上の近視性屈折異常をもつ成人 10名 に,右眼をコ

ンタク トレンズ(CL),左 眼を眼鏡レンズによって完全矯

正することによって得 られた人工的不等像視をPDHと
NATを 用いて測定,比較検討した.PDHで は,① 融像
背景の影響を小さくするため暗室で測定 (dark)し ,②

NATと近似した条件下で測定するように明室で両半月
間に黒十字を提示した測定 (bright),③ 融像背景効果を

助長するように明室で 3cm幅の縦 24 cm,横 31 cmの

長方形 の黒枠の中に両半月像 を提示 して測定 した

(bright― F)。 NATと PDH‐ brightで は前者 が 平 均
1.38± 1.52(平均値土標準偏差)%の差で小さい値を示し

た(p<0.05)。 しかし,NATと PDHの 他の条件下での
測定値には有意差はみられなかった (図 8)。 総括的結論

として,NATは PDH―brightでの測定値より平均 1.5%
小さく計測されるという結果が得られた。

VII 非対称性運動知覚 (motion perception
asymmetry,MPA)

眼前で動く視標に対する知覚において,ヒ トでは生後

3～ 4か月頃までは,耳側から鼻側へ動 く視標は,逆に鼻

側から耳側へ動く視標に比して速 く感じるという運動知

覚の非対称性が生理的に存在するといわれている。この

現象に対する臨床検査 としては,片眼で眼前で耳側から
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鼻側へ動 く視標に対する滑動性追従運動が滑らかである

が,逆に鼻側から耳側への視標に対する追従運動に滑動

性を欠 くことにより観察される。このような運動面に表

れた非対称性は運動因子が原因でなく,動 く視標に対す

る運動知覚の非対称性による。このことは,こ のような非

対称性追従運動が両眼共同性であるので,遮薇眼では鼻

側から耳側への運動が滑らかで,逆に耳側から鼻側への

運動が滑動性を欠くことからも理解できる。また,このよ

うな滑動性追従運動の非対称性は,前庭・眼反射による

眼球運動にはみられないという報告からも理解できると

ころである18)。 出生後,正常乳児にみられるこのような非

対称性は,生後 3～ 4か月頃から消失し両方向の追従運

動が対称化していくが,こ の頃から立体視が芽生えるこ

とや,逆に立体視が発達しない早期発症の内斜視では,生

後何歳になっても上述の非対称性がいつまでも残存して

いることなど,こ のMPAが立体視の存在 と逆関係にあ
る点において注目を集めている

19)20)。 MPAの 有無を
electr00culography(E()G)や sweep visuaHy evoked

potential(VEP)な どによって解析した報告
21)も みられ

るが,日常臨床において特に乳幼児に行うことは簡単で

はない。Ai‐ Ho Wangら 22)の考案による Pattern Rever―

sal Grating Testは ,1/4,1/2,1,2c/dの reversing grat―

ingsを 15 deg/secの 速度 (apparent drift)で提示し,被

験者は片眼でこれを見た時,MPAが存在しない例,すな
わち正常者では reversing gratingsと して縞視標がち

らついて見えるのみであるが,MPAが陽性の症例では,
この縞模様が耳側から鼻側へ流れる drifting gratings

となるため,耳側方向へ衝動性の視運動眼振が出現する。

次いで遮蔽を他眼に移動すると,TV画面上の同 じ

reversing gratingsに 対 してそれまでと逆方向,すなわ

ち,そ の眼の耳側から鼻側へ流れてみえるので耳側方向

への眼振が出現する。したがってMPAの判定には,他覚
的には交代固視によって方向が逆転する眼振の有無によ

り,自覚的には縞模様が鼻側へ流れてみえるか否かに

よって行われる。自覚的応答の不十分な乳幼児では他覚

的反応によって十分明確な判定が可能である。

1.早期発症の内斜視にみられるMPA
発症時期を 6か 月未満,6～ 12か 月,12～24か 月,24

か月以後の 4群に分けて MPAの陽性率を検討すると

(表 2),MPA(十 )率 は第 1群 で 82.4%,第 2群 で

75.0%,第 3群で 42.8%,第 4群で 8.3%と なり,発症年

齢が高 くなるにつれて順次低下している。これらのうち,

乳児内斜視として発症が 12か月未満の 21例 と,後天性

内斜視 と考えられる発症年齢 24か 月以後の 24例 で

MPA(十 )率を比較すると,前者で 81.0%,後者で 8.3%

で高い有意差が認められる(p<0.0001).

2.Duane症候群にみられるMPA
先天性の外眼筋およびその神経支配の異常である本症

は,その障害筋や機能異常の種類によりI型,II型,III型

目眼会誌 101巻  12号

表 2 内斜視にみられる非対称性運動知覚
―発症時期との関係―

E´「 ()nset     lヽI)A(― )   1ヽ1)A(  )    T()tal

<6M 14 , 17

6M≦ <12M 3 |

12M≦ <24M 3 ′

24≦ 2 22 24

'I'otaI `,`, 30 52

ET:F・3sOtrOpia, 卜IPA:lmotion perceptiOn asyllっ lnletry

表 3 1)uane症候群 にみ られ る非対称性運動知覚

I)uallc'ss、■ldrolllc

Tvpe No.
Cases

MI)A
(十 )

MPA
(― )

Stereo
(+)

ｑ
）
疑

Ａ

ｙ

I

II

III

1   ‐13

11 10

()

()

()

23

6

2

´
I｀ ()tal    :)ド      (;  ・lБ () 38 31

に分けられている。最もしばし遭遇するI型では軽度の

内斜視を呈することが多いが,軽度の代償性頭位で両眼

視を維持していることが多い。I型 24例中 23例 は立体

視を維持している。眼筋の異常は先天性でありながら,

MPA(十 )は 1例 もみられず,II型 ,III型のうち立体視の

存在しない 6例 も含めて全例,motion perceptionは 正

常であった(表 3)23)。

3.外斜視にみられる MPA
発症時期別,顕性,間歌性別の如何を問わず,全例にお

いて MPAは (― )で正常であった (表 4).
4.種々の眼疾患にみられるMPA
先天性の両眼の外転神経麻痺,顔面神経麻痺,水平注視

麻痺を示す Moebius症候群の 3例は内斜視がみられ,立

体視は(― )でありながら全例,MPAも すべて(― )で正

常であった。また,X染色体劣性遺伝の先天性の眼自子

症の 13例は眼振と中心富の低形成を示し立体視は全 く

(― )でありながら,全例 MPA(― )を示した。中心官低形

成を示す 5例の先天無虹彩症もすべて MPA(― )を示し

た。さらに,後天性の動眼神経や外転神経の麻痺による麻

痺性斜視においても全例 MPA(― )であった。また,網膜

芽細胞腫その他の疾患で 2歳以前に片眼の眼球摘出を受

けた 5例 もすべて MPA(― )であった (表 5)。

以上から,生後正常乳児にみられ,立体視の芽生える 3

～ 4か月頃に消失するMPAは立体視の発育と深い関係
があるといわれているが,立体視の不良な早期発症の内

斜視においては年齢の如何を問わず MPAが異常に残存
する。しかし,他の範疇に属する疾患では,立体視の有無

とは関係なく,motion perceptionは 正常であった。した

がって,MPA検査の意義は,2歳以後に発症したと考え
られる症例においてもMPAが (十 )であれば異常であ

|
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表 4 外斜視にみられる非対称性運動知覚
Case Age Sex Diag Onset Va Stereo MP asyntn'retr1,.

Y.S  8Y   F  X(T) At birth R)0.5(1.0)
L)1.5 F(十 ).A(2/3).C(4/9)。   (十 /― )

y.y 12y F' x(1.) ::rxl ill.ll F,(+).AQ/3).c$/s). ( )

1"s sY Nr ,\(1-) ?\' ili.i 「
(十 ).A(3/3).C(8/9). (― )

M.K15ヽ  F N(T)2Y[||: F(+).A(3/3)。 C(9/9)。   (― )

I.1  12 Y   M   XT   5Y Ｒ

Ｌ
「
(十 ).A(3/3).C(9/9).  (― )

A,1  4Y   F C1'c1
XT lY

Ｒ

Ｌ

1ヽ ,

∫ii5     F(?)。 A(1/3).C(2/9).  (― )(XT day)

表 5 種々の眼疾患にみられる非対称性運動知覚

Disease No.Cases Age(yrs) MPA(十 ) 1ヽ1'A(― ) Stere。 (十 )
Nloebius syndrome
Ocular albinisr-r-r

Congenital aniridia
Acquired ocular palsy

Earl1, msngarlra
enucleatior-t

18-24

6-23
6-46
28-72

4-20

0

0

2

10*

0

* i Synoptiscope la I 6

り,早期発症の可能性が高 く,立体視の予後は不良である

ことが予測できる。また逆に,親の訴えによれば早期発症

内斜視 と思われる症例においてもMPA(― )であれば,
早期には偽内斜視や間歌性内斜視であったものが後に恒

常化した可能性もあり,術後の両眼視機能の回復の見通

しは高 く,訓練には努力をすべきである。

VIII 運動立体感 (depth from
motion,DFM)

通常,我々が論ずる立体視は水平視差による両眼立体

視を意味する。前述のごと〈,正常者は 40″ より良好な立

体視を有しており,斜視症例に対しても,眼位の矯正とと

もに両中心富融像によるこのレベルの立体視獲得を最終

目標としている。しかし,こ のような立体視が獲得されな

い斜視,主 として早期発症の内斜視症例の中には,視物の

動きによる遠近感を有する症例がある。眼前で,物が水平

に移動,あ るいは手前へ接近する,あ るいは遠方へ遠ざか

る感覚は十分獲得している例はあるようである。物が前

述のような動きをする時,各眼網膜上に方向と大きさの

異なった種々のヴェク トルの像が投影される(図 9)。 例

えば,① 眼前の視物が正面より左方に動けば各眼網膜上

では同じように中心富より右方向へ像の動きを示す。あ

るいは,② 物が正面を眼前に向かって近づけば,各眼の

網膜像は中心宿からそれぞれ耳側網膜上へ動く。逆に,③

物が遠 くへ遠ざかれば,各眼の網膜像は離反して中心富

から鼻側網膜に向かって移動する。このように,二次元の

運動認知に,ネ コではクレア・ ビショップ野でそれぞれ,

①等距離細胞,② 接近細胞,③ 離反細胞などが従事して

いると報告
2oさ れている。このような運動感覚は,水平視

差による立体視がない症例でも存在することがある.こ

のような DFMの 有無 を検査する新 しい検査法が
wang25)に よって開発された。

このプログラムを用いた佐藤の報告
26)は
次のごとくで

ある。Wangの開発したコンピュータープログラムによ
り,赤緑眼鏡によって両眼分離されたランダム・ドット図

形の 4つの窓のうち,3組では両眼図形はともに同方向
に移動し,他の 1組は互に反対方向への運動を生じる。両
眼でみた時,この窓の図形のみ他の 3つ と異なり,前後に

動く運動を感 じればDFM(十 )と なる(図 10)。 四者択一
の図形を 10回行い 8回 の正答を得た者をDFM(+)と
判定した。

正常立体視を有する成人 10名 ,種々の斜視角の斜視症

例 49名の計 59名 について検討した。

正常立体視を有する 10例はすべて DFM(+)で あっ
た。また,立体視を有していた斜視 11名すべてと,立体視
のない 38例 中 24例が DFM(+)を 示した。斜視角との
関連について眺めると,斜視角は立体視(+),DFM(+)
は 0,立体視 は(― )で もDFM(十 )の平均斜視角は 6.8
Prism Diopter(PD),DFM(― )の症例の平均斜視角は
7.4PDで斜視角は小さい症例の方が DFM(+)に なり
やすい傾向がみられた。

Worth 4 D Test(near)の 陽性率はDFM(十 )の症例に
有意に大きい(p<0.05)。 両種の検査の機序には共通の

要素が多いと思われる。DFMに ついては,未 だ十分な
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図 10 Depth from motiOn検 査用の両眼分離された

視標 .

対応する4組のフレームのうち 1組 (右横)のみ互い

に反対方向に動 く.DFM(十 )であればこのフレーム

のみ前後に動いてみえる。

データの集積を得るに至っていないが,片眼ではDFM

が証明されないので,通常の立体視がなくとも,DFMを

維持するためには,① 正常網膜対応,② 斜視角があまり

大きくないことが大切であるように考えられる。調和性

であれば対応異常でもよいか否か,残余斜視角が何プリ

ズム・ディオプター以内なら良いかなど,生後何歳頃まで

に手術を行えばよいかなど,今後検討課題が残されてい

る。DFM(十 )と 近見 Worth 4-D(+)と の関係が深いよ

うに思われるが 1眼抑制を示さず,両眼が何らかの形で

両眼視に関与していることは必須である.さ らにまた,生

後何歳頃までに手術を行い,一定の残余斜視角以内にお

さめておくかということも今後の課題である。

日眼会誌 101巻  12号

Ix virtual reality(VR)装置 を

用いた ヒ トの姿勢制御解析

正常両眼視機能を有する症例に head mounted dis‐

playに より正弦波状に前後に移動するrandom dot pat―

ternの二次元運動刺激を提示し,両眼視させると,視標

と逆方向への自己運動感覚 (vection)や 同方向への身体

傾斜や身体動揺が生じ,これらを身体各部に装着した反

射板を(CCD)カ メラで記録したり,頸部,背部,腰部の各

拮抗筋の表面筋電図などで他覚的に記録した
27)。
早期発

症の斜視症例で,立体視を獲得していなくともDFMの

陽性者が,VR装置でこのようなvectionや その他の身

体反応の有無との関係を検討することは,自然視のもと

での DFMの意味を知るために大切であると思われる。

X  Checkerboard pattern stinlulatOr

(CPS)に よる立体視の治療

一その後 の発展一

顕性斜視が存在する状態で両中心富に同時に同質刺激

を与える方法としては,大型弱視鏡を用いるか,他覚的斜

視角を中和する量のプリズムを装用する方法がとられて

きたが,こ の方法は2歳以下の乳幼児には実行困難であ

る。著者は
28)29),1978年 ,両中心富に同質刺激を与える方

法 として CPSを考案 した(図 11)。 これは,眼前 7.5cm

の距離に視角約 1°大の自黒の市松模様を提示し,背後か

ら点滅照明を与える。これを両眼で注視すれば,水平斜視

や上下斜視があっても各中心宿には同質の市松模様が投

影される可能性が大きいことを予想して開発したもので

_メ
ノ

ゝ

た
4ノ

に メ

図9 眼前の視物が左右,前後に移動するとき,両眼網膜上を移動する像のベクトルの方向と大きさ
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正常両眼視のある被験者 にChecksize l°の pattern

reVerSal checkerboard patternを 視覚刺激 として両眼

視と片眼遮蔽 して単眼視の VEPを 記録すると,前者の
振幅は大きく明らかにbinocular effectが 認められる。

CPSの作用機序に対する種々の考察はすでに報告26)し

術前術後に CPSを施行 した乳児内斜視の 1例

例 :HM,1歳 10か月,女児.
症 :7か月.
力 :右眼 0.1,左 眼 0.1.

折 :(両 )軽度遠視。

位 :内斜視 50△ ,交代固視 .
'S:無効 .

術 :2歳 右内直筋 5mm後 転
右外直筋 7mm短 縮

経

8歳 視力・右眼(1.0),左眼 (1.0)

立体視 (― )

眼位 :残余内斜視 5△ ,

網膜対応 :正常 (残像検査)

視力,眼位良好,立体視 (― )

MPA(+)
視力良好,立体視 (― )

近見眼位 :左上斜視 3△

遠見眼位 :左上斜視 5△ ,交代性上斜視

網膜対応 :正常 (残像検査)

Worth 4-D Test(近 見)正常

MPA(十 ),DFM(+)

14歳

発症が生後約 7か月,初診時視力は各眼 0.1,交代固

視,50△の内斜を示す 1歳 10か月の女児。前述の CPS
の訓練を 1回 10分,1日 に 2回手術前に両中心富刺激を

行い,24か月時に右眼の内直筋 5mm後転術,外直筋の
7mm短縮術を施行し,極めて軽度の(5△ )を残したが,
交代固視良好で CPSに よる両中心富刺激訓練を行った
が立体視の改善は得られなかった(図 12)。 8歳時,各眼

視力 1.0,残像検査により正常対応を示 したが立体視

(― )であった。14歳時の検査において矯正視力 1.0残余

斜視も増加せず良好な眼位を維持しているが,立体視は

不良である。この時期に,先に述べた Inotion perceptiOn

aSymmetryが陽性を示し,立体視の不良,回復の困難性
は当然のことと考え,年 1回の経過観察を行った。18歳

時においても各眼良好な矯正視力を示し,眼位は上斜視

を 3△～5△ を示すのみで残像検査は正常対応で MPA
(十 )で あり,乳児内斜視の常として立体視は(― )であっ

た。しかし,こ の時点で前述のDFMの検査は(+)を 示
し,ま た,DFM(十 )近見でのWorth 4-Dテ ス トが(+)
であった(図 13)。

こ(aり壷:4"」 の)よ う |こ ,norrllal retinal cOrrespondence

(NRC)で各眼の視力が良好であり,MPAは (+)で立体
視の回復は不可能であることは理解できるが,2歳時に
おける 1眼の手術後 16年間,良好な眼位を維持させて来
た因子は何であるかは非常に興味があるところである。

ここで,DFMが (十 )を示したことは,通常の立体視は成
立していなくても,DFMに より両眼視の関与が存在し,
これによって良好な眼位を維持できた可能性も高いと考

えられる。今後,術前術後のCPS訓練によるDFMの改
善,維持との関係,ま た DFMの存在が良好な眼位の維持

18歳
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図 12 乳児内斜視 (HM,女児).
上 :右眼固視,中 :左眼固視,下 :右眼内直筋 5mm後
転,外直筋 7mm短縮術後

に関与する機序の解明が必要であると考える。

2.種々の斜視に対するCPSの作用
1)後天性内斜視に対するCPS
14例の後天性内斜視の術前,術後に 1日 2～ 3回 (1

回 10分間)の CPS刺激を与え,全例手術によって正位

化が得られ,う ち 8例は立体視を完全に獲得した。これら

の 8例 は全例 MPA(― )で正常であった。立体視の得ら

れなかった 6例中 3例 はMPAが異常,すなわち MPA
(十 )であり,後天性発症 と思われたこれらの症例は,

MPAの反応から考えると早期発症の内斜視の可能性も
あり,立体視回復の可能性は少ないと考えられる(図

14).こ のように,手術による眼位矯正の後にも,両中心宿

刺激としてCPSは理にかなった刺激訓練であると考え

る。

2)恒常性外斜視に対するCPS

CPSが恒常性外斜視の術後の立体視の回復に有効で

あることは先に報告
2)30)し た。その要旨をまとめると,36

図 13

日眼会誌 101巻  12号

上 :同症例の術後 12年 (14歳 ).

下 :同症例の術後 16年 (18歳 )

内斜視 :14 正位 :14

外斜視 :36

反応 (キ|:15

反応 (―):21

立体視問 :8

(MP正常:8/8)

立体視 (―):6

(MP異常 :3/6)

tr ta i&Xlthf++El=*tt 6 checkerboard pattern
stimulator @El'o.
CPS : Checl<erboard pattern stimulator, MP :

N{otion perceptior.t

手術←):2

手術0:19

反応0:9

反応0:10

図 15 恒常性外斜視に対する checkerboard pattern
stimulatorの反応

CI)S:Checkerboard pattern stinlulator

例の恒常性外斜視に対し,CPSの みで 15例が間歌性外

斜視に戻り,近見で立体視を獲得した。反応を示さなかっ

た 21例 中19例 に手術を施行し,術後 CPSの 訓練を行

い 9例に近見融像 と立体視を得た。残 り10例は未だ融像

を示すに至らなかった (図 15)。 約 30年来恒常性外斜視

を示した 51歳女性の症例の手術,CPS,眼位などの経過

を示す。
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したが,他の 4例は外斜偏位を示した.こ のことは,運動

面では内斜位を示しながら,感覚面で融像除去眼位にお

いては安静眼位として外斜偏位となっていることを示し

ている(図 17).

4.CPSの作用機序に対する考察
以上のことから,CPS訓練は輻湊訓練の作用はなく,

1・ 大のcheckerboard patternが 眼位の如何を問わず,感

覚面で両中心富を同質図形で刺激することによる両中心

富融像を誘発し,抑制を除去し,次いで日常空間において

運動性融像を惹記するものと考える.すなわち,2歳頃ま
でに両眼視が発達し,そ の後,眼位異常の出現と相携えて

1眼が抑制されたと考えられる恒常性外斜視,融 日性外

斜視および後天性内斜視などではCPSが抑制除去に有
効と考えられるが,乳児内斜視などのごとく,1歳前から

未だ発達していない両眼視の発育刺激としては,強力に

長時間持続しないと有効でないと考えられる。例えば,乳

児内斜視の症例の臥位時に 1°大のcheckerboard pat―

tern domeを 以て顔面を覆ったり,外来診察室の壁,床 ,

天丼の全面をこのようなcheckerboard patternに した

訓練室を作るなどにより,如何に長時間,こ の刺激を与え

るかが大きな因子となると思われる。

XI結  語

(1)弱視の定義,分類,診断基準を述べた。

(2)斜視弱視,不同視弱視,屈折異常弱視,形態覚遮断

弱視について,1959～ 1996年 までを3期 に分けて,発症

頻度,初診時年齢などの推移を検討した。

(3)乳幼児の立体視 (TV‐ Random Dot Stereo Test

による)は生後 3～ 4か月頃から芽生える(約 2500 arc

sec.)。

(4)「読み分け困難」は視覚の未発達な幼若視覚の特

徴とされているが,加齢とともに再びみられることを述

べた。

(5)立体視成立のための各眼の視力差 (1.0:0.3),不

等像視の許容限界(5～ 7%)について述べた。
(6)MPAは早期発症内斜視 とは深い関係がみられた
が,他の型の斜視や立体視との関係は,今後さらに検討を

要する。

(7)DFMは「立体視」のない斜視症例の一部に認めら
れ,網膜対応や Worth-4 D Test(近 見)と の関係が深いと

考えられる。

(8)両中心富同質刺激を与えるCPSは ,斜視症例に

対して立体視や運動立体感の再生,維持に有効である。

(9)弱視・斜視診療の最終日標である視力改善はほと

んどの症例で得られるが,立体視の改善には,なお難解な

問題が残されている。CPSな どを中心に,立体視や運動
立体感の獲得に努める。

ヒトは生後,正常な視的環境に育つと生後 4か月頃か

らMPAは対称化して正常な Motion Perception(MP)

A」 .6歳 女児

OXOX00000XOX000

↑   ↑  ↑  ↑            ↑
CPS                 CPS

図 16 隔日性外斜視の周期性に対する checkerbOard
pattern stimulatorの 反応 .
O :正位,× :外余斗視  CPS:Checkerboard pat―
tern stilllulator

3)融 日性外斜視に対するCPS

融日性外斜視は融日性内斜視に比して極めて稀である

が,正位の日と外斜視の日が融日に繰り返され,外斜視の

日は顕性外斜視で,全 く両眼融像を示さない点が間歌性

外斜視とは別の疾患である31)。

症 例 :AI,3歳 1か月.

発 症 :1歳 .
視 力 :右眼 1.0。

左眼 1.0。

正位の日 :眼位 :正位

立体視 :Titmus Stereo Tests 40 Arc

Sec.

斜視の日 :近見眼位 :外斜視 30△

遠見眼位 :外斜視 35△

立体視 :(― )

このような融日性周期が明確な 1例に対して,斜視の

日の朝,CPSに よる両中心富刺激を与えると融像が起こ

り,そ の日は正位の日となる。翌日CPSを行わなければ

斜視の日となり周期が再現するので,毎朝 CPSを 行う
ことにより,毎 日正位を保つことができた。1例のみの試

みであり普遍性については未知であろうが,CPSが顕性
偏位のある外斜視に対して,両中心富に同質刺激を与え

られることによって,抑制が除去されと既存の感覚融像

が励起され,運動融像を呈する機序は,恒常性においても

融日性においても同様であると考えられる(図 16)。

3。 CPSの輻湊に及ぼす影響について
VEPに よって顕性眼位異常に対して,両中心富刺激に
よるbinocular effectの 存在が証明されたごとく,CPS
は両中心宙刺激,抗抑制作用により感覚融像を引き起こ

すと考えられる。しかし,CPSが外斜視の正位化に有効
であることに関して,輻湊の刺激,誘発の有無を検討し

た。

平岩ら32)の 報告のごとく,正位,外斜位,内斜位の各 5

例に対 して CPS刺激を 5分間続け,こ の間の眼位を連
続記録した。正位の 5例はすべて軽度の外斜偏位を示し,

外斜位の 5例 もすべて外斜偏位を示したことは,運動面

の安静眼位を示しつつも感覚融像が保たれていたと考え

られる。内斜位の 5例のうち 1例は軽度の内斜偏位を示
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を得て成長し,正常な視力,立体視,運動立体感を体得す

る。しかし,異常な視的環境に育った弱視や斜視に対 し

て,適切な屈折矯正や健眼遮薇を行い,眼位異常に対して

は可及的早期に手術的矯正を行う。今日,弱視,斜視に対

300

して視力の改善は十分得られるが,なお未解決な両眼視,

立体視の異常に対して,さ らにCPSに よる両中心富融

像を強力に長時間行い,正常立体視の獲得を目指して努

力し,十分な立体視が得られない症例においても,運動立

loo                      200
seconds

図 17 Checkerboard pattern stimulator注視中の眼位.

上 :正位 5名 ,中 :外斜位 5名 ,下 :内斜位 5名

縦軸正の値は内斜偏位,負の値は外斜偏位を示す.
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粟屋 忍 :乳児内斜視の治療に対する考察―試作
checkerboard pattern点 滅刺激装置について一.眼

科  20:759-763,1978.

粟屋 忍,菅原美雪,三宅三平 :Checkerboard pat‐
tern点滅刺激装置による抗抑制効果―恒常性外斜
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刺激装置の効果.眼紀 44:825-831,1993.
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体感 を育成 し,日 常視 における両眼の関与 をうながす こ

とによ り運動立体感の維持 とそれによる良好な眼位の維

持を助長 したいと考 える。

終わ りに,特別講演の機会を与えていただきました日本眼

科学会評議員の諸先生に厚 くお礼申し上げます。また,本研究

の機会を与えていただき,種々御指導下さいました恩師,故小

嶋 克名古屋大学名誉教授,市川 宏名古屋大学名誉教授,な
らびに研究に協力いただいた当大学眼科学教室員一同,さ ら

に,日本弱視斜視学会,愛知県総合保健センター視力診断部お

よび,愛知県眼科医会の諸先生に心から感謝いたします。
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